
Ⅱ．厳しい経済情勢等への対応と調和ある対外経済関係の形成

急激な円高が輸出等に与える影響や災書による被害など言国民が直面する厳しい経済

情勢に対応すると同時に、生活者・消費者が豊かさを実感できる経済社会嘩粗活

力ある社会を創造するための経済発展基盤の整胤良好な紳蘭柿胞の形廟細勒1

国経済が抱える中長期的な課題の解決にも資する諸施策を推進する。

1．厳しい経済情勢等への対応

急激な円高、．冷夏や災害の頻発を背景に生じている厳LL㈱私 鞠土●

対する不安や懸念に対処するため、災害衡日、中小企業対乳雇用の安定等のための

諸施策朝如けるとともに、．射岩音－・消費者の視点に立った社会資本整胤住宅投資

の促進、．・構造調整に資する設備投資の促進を図る。　　．

（1）生活者・消費者の視点に立った社会資本整備の推進

①　円高差益還元や規制緩和に関連した社会資本の充実を図ることとしまた、文

化の香り勤、一義しい質の高い生活環境の形成に資する分野に重点化妄図るとと●圭

もに、生活者・消費者が生活の質の向上を肌で実感できるような手法を工夫して

社会資本整備を推進することとして、本年度の事業の過酬浮揚効果を

勘案しつ11兆円の事業費の追加を行う。

②地方単独事業についても、地域の対敵こ即して、高齢者・障害者にやさ．しいま

ちづくりや住宅宅地関連公共施設の整備の促進による快適な住空間の形成をはじ
l

め、生活者・消費者の視点に立った社会資本整備が図られるよう、地方公共団体

に薗して5，000億円の事業費の追加を要請する。
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③　社会資本整備を円滑に進めるため、国、地方公共団体を通じ、地価動向に十分

配慮しつ1　3，000億円の規模で公共用地の先行取得を行う。

．（2）災害薗日事業等の推進

災害薗日事業等の早期決定、実施を図り、国民の生活の安全と安定を一日も早く

確保する。

①　災害謝辞業については、衡日進度を大幅に高めることにより、集中豪雨や台

風等により被害を受けた諸地域における災害復旧工事を速やかに行し＼国民生活

の安定を蹄保するため、事業費4，500億円を追加する。

②　農業共済等については、保険金支払いに係る事務手続き等の速やかな実施を図

り、早期の男山、を確保する。

（3）住宅投資の促進

住宅投資については、宅地の円滑な供給を図りつつ、良質な住宅の建設を更に促

進し、居住水準の向上を図るため、住宅金融公庫及び年金福祉事業団の事業規模を

2兆9，000億円追加するとともにリフォーム等を促進するため住宅取得促進

税制の充実を図るほカ＼併せて住宅宅地供給のための諸施策を推進する。

①　住宅金融公庫等の融資の追加

住宅金融公庫の融資について、事業規模2兆5′∴000億円を追加する。これ

により、貸付枠を10万戸追加し　70万戸（当初貸付枠比15万戸増）とする。
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また、年金福祉事業団の住宅融資について、事業規模4，000億円を追加す

る。

②　住宅取得促進税制の適用対象範囲の拡大

リフォームを促進し良質な住宅女トックの形成を図ることにより内需の拡大を

図るため、住宅取得促進税制の対象となる増改築等の範囲に一定の住宅改良工事
4

を加えるとともに、増改築等に係る家星の床面榛要件の上限（現行240戒）を

撤廃するほれ既存住宅のうち耐火建築物以外の建物の

（現行10年を15年に延長）する（10月1日実紛。

③　住宅宅地供給のための諸施策の推進

（a）地肝は住宅価格を決める大きな要因であることにかんがみ、引き続き利用価

値に見合うた適正な地価水準の実現を図るよう、総合的な土地対策の着実な実

施に努める。監視区域については、地価に悪影響を与えないよう配直しつ1

弾力的運用の方策について検討する。

（b）住宅宅地関連公共施設整備促進事業等、住宅宅地の供給の促進に資する事業

の着実な推進を図る。

（C）民間金融機関の個人向け瞳宅融資については、融資資金の安定的な確臥利

用者のニーズに即応した商品の提供、広報への積極的取り組みを要請する。

刷個人住宅に設置する高齢者、身体障害者等のための小型のホームエレベータ

ーについて、その設計指針等を活用し普及促進に努める。

（e）省エネ、省資源など環馳こ配慮した住宅の建設を促瑳するため、環境共生住

宅の普及促進を図る。

（4）構造調整に資する設備投資の促進t
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①　構造調整に資する設備投資を促進するための税制上の措置

流通コストの削減等を通じて消費者利益の増進に結びづく流通構造の改善に資

する設備拇乳企業の構造調整に資する省力化・合理化省エネルギー、．環境保

全、研究開発に係る設備投資を促進するため、臨時時限の措置として、約150

設備を中小企業等基盤強化税制、判廟技術肘ヒ投資促進税制、エネルギー

柵刺及び基盤技術研究開発促進税制の対象に追加する

（10月1日実施、来年9月30日までの嘲肺。

本措置により、直接対象となる設備のほカ＼それに付随して県人される設備等

を加えれは相当規模の投如堰進されるものと期待される。

②　政府関係金融隣関の融資の活用

新分野への進出等リストラに取り組む意欲ある企業申陶工く支援するため、日

本開発銀行」北海道東北開発公庫等の関連融資制度の積極的な活用が図られるよ

う、これらの機関に相談窓口の設置を行う等運用の改善を図る。

（5）中小企業対策等

厳しい磋営環境に直面している中小企業等を支援するため、次のとおり、中小企

業等の一層の経営病癖を図るとともに、中小企艶軋我が国経済の構造的な変化

を克服しつつ活力を発揮できるよう、立法措置を含めた給合的な対策に早急に着手

する。

中長期的な展望に立ったこれらの各措置を講ずること等により、総額1兆円を超

える政府関係中小企業金融機関等の貸付競陰の追加を実施する（これにより今後1

年間では、おおむね7，700億円程度の貸付規模の追加が実施される。）。

①　中小企業等の経営安定対策
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（a）景気の低迷に加え、円高、冷夏等の影響により資金繰りが酎ヒしている中小

企業の」雷の経営安定を図るため、政府関係中小企業金融燐関等における運転

資金支財胡叫貸付制度の要件緩和、貸付傾度額の倍増及び針ミ憎膜の追加を行
t

う。

（b）緊急経営∋建醇的制度について、冷夏等の影響により厳しい経営環鞄こ直面

している中小企業を支援する仕組みを盛り込むとともに、貸付親族を追加するも

（C）担保不足等により、資金繰りが悪化している中小企業を支援するため、・中小

傘業信用保険法の僻鄭眼勒噌埴となる特定業種の指定を」酌挙力的に行う。

（d）政府関係中／j唾糞錮鵬即等及び信用保証脇会を活用することにより、・中小

企業の金融の「層の円漸ヒを図るた料これらの機関に対し、景気申開を踏

まえて貸付け、保証を行うよう指導する。

‘（e）円高、冷夏等の厳し摘郡摺晩に直面している農業者等に対し農業信用基

金馳会を通ずる保証付融資の拡大等資金融通の円滑化を図る。

②　中小企業の構造的な環境変化への対応の支援

、中小企業が我が国経済の構造的な変化を克服しつつ活力を発揮できるよう、新

分野進出、海外展開等中小企業のリストラ努力を支援することとしこのための

法律案を早急に国会へ提出するとともに、次の措置をはじめとして各般の施策を

講ずることにより、総合的な対策に早急に着手する。．

（a）政府関係中ノJ唾葉金融機関等において低利融資制度を創設する。

つb）中小企業事業団の高度化融資制度を活用しリストラ関連事業を実施する。

（C）中小企業信用保険において別枠の設定割事例措置を創設する。

（d）中小企幕尉骨ヒ資金等助成制度において償還期間の延長ゐ特例措置を創設す
－

る。

③　小規模企業対策、下請中小企業対策等
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（a）4憾膜企業の活力を支援するため、中4、企業設備貸与事業の割賦損料・リー

ス利率の引下げを行う。

（b）円高の影響の大きい下請事業者を対象とした調査を臨時、緊急に実施し、下

請代金支払遅延等防止法の厳正な運用を図るとともに下請取引の薗封ヒを促

進するため親企業に対して通達を発出する。

（C）中小企業の官公需受注を確保するため、地方公共団体に対し通達を発出する。

（d）厳しい状況にある地域の経済の活性埠こ資するため、特定中／j唾棄菓榛の活

性化に関する臨時措置法に基づく活性化計画の承認を弾力的に実施する。

（6）雇用対策

最近の雇用失業動向と中長期的な雇用環境の変化を踏まえ、次のとおり雇用対策

の充実を図る。

①　雇用動向についての情報の迅速かつ的確な把握に引き続き努めるほれ雇用詞

餌細腰について、昨年10月に実施した雇用調整助成金の支給対象となる

業怪の指定基準の緩和に係る暫定措置を延長し引き続き業怪指定を機動的に行

うこと等、制度の活用・充実を図ることにより∴失業を予防し∴教育訓練、出向、．

一一一喝林業による企業の雇用維持努力を支援する。

②　とりわけ雇用調整の影響を受けやすい中高年齢ホワイトカラー労働者の雇用の

安定を図るため、転職に必要な職業訓練の究私産業雇用安定センターの活動へ

の援助等を図ることにより、産業、企業間における失業を経ない円滑な労働移動

を図るとともに、リストラの進展によ扇喝不安を招かないよう、事業主に対す

る適切な指導援助、職健転換のための昔日コ開発を支援する給付金制度の拡充を行

う。

ー117－



③新分野開拓等を行う企業に対する大規模雇用開発促進助成象地域雇用環境整・

備助成金を活用した刃乳新規学卒者の雇用の確保を図るための積極的な求人開

鼠求耽者の早期再就職を図るための機動的な職鄭召介な増剖策の充実を行う。

④省力化、俳酎ヒ投資等による翁定性の向上を図りながら、労働時間短縮を着実

に進めるため、1事業主に対する指導援助を拡充する。

（7）税糾上の措置

①　住宅取得促進税制の適用対象範囲の拡大

リフォ．－ムを促進し良質な住宅ストックの形成を図ることにより内需嘩汰を

図るため、住宅取得促進税制の適用対象に＋定の伽朗打するととも

に、増改築等に係る家星の床面積要件の上限の撤廃、既存住宅のうち耐火建築物

以外の建物の 和を行う。

②　構造調整に資する設備投資を促進するための税制上の措置

流通コストの削減等を通じて消費者利益の増進に結びっく流通構造の改善に資

▼．する珊漁企鄭重彿整に酢る勧化・合靴沓エネ輝「、環雛●
全、研究開発に係る設備投資を促進するた軋臨軍事隈の措置として、約150

設備を投資促進税制の対象に追加する。

（診　特定扶養控除の引上げ
し

教育等の諸出費のかさむ中堅層の税負担軽減に配慮する観点から、個人住民税

における特定扶養親族に係る控除額を平成6年度税制改正において引き上げる。
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（8）金融の円滑化と金融政策の機動的運営

①金融債関の徹底した合理化を進めつつJ掬共同債権買取陽構の」雷の活用等を

図ることにより、不良資産の円滑な処理を推進する。

また、中小企業向けを含め、今後の景気回復に向けて金融脚の資金の円滑な

供給が図られるよう、融資相談の充実、迅速・適正な融資審査に努めるとともに

リスク管理の適正化等金融燐関の融資態勢の強化につき、営業店に到るまで、そ

の趣旨を十分浸透させるよう、関係者に要請を行う。

②　内外経済動向及び国際通貨情勢等を注視しつつト金融政策の適切かつ燐動的な

・運営を図る。

2．調和ある対列靂済関係の形成

上記の公的規制の緩和や円高差益の還元、厳LL儲潮間弼トの対応策をはじめ、

中長期的な経済構造の改革を含む我が国の内需拡大努力を行うとともに、内夕帽醐軋

透明及び公正かつ開放的な市場の形成、輸入の促臥対日投資の促進、開発途上国支

援等を通じた国際社会への貢献を通じ、調和ある対外経済関係の形成を図る。

（1）一輸入の促進等

①．内外に我が国の輸入拡大に対する姿勢を明らかにするため、輸入拡大に係る理

・念と今後の基本的方向を示如輸入拡大に関する基本方針を策定する。

②　一層の輸入拡大を図るため、日本輸出入鍛行の製品輸入金融を拡充し、引き続

き低翻融資を行うとともに、輸入拡大に必要な設備投資や輸入拡大効巣の大きい
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対日投資朝敵資対象とする輸入促進基盤強化融資制度を日本開発鍛行等に創設し、

低糊融資を行う。

③　外匡陰業等め対日輸出及び対日投資努力を総合的かづ強力に支援する総合輸入

促進センターを新たに創設する等日本貿易振輿会の輸入促進磯能を強化する。

④　自動車関連部品類、粗相古めとする関税の見直しについては、平成6年度の

関秘次正作業の中で総合的に検討する。

⑤　泉質かつ安価な住宅の輸入の促進を図るため、輸入住宅の常設展示場を障除す

るとともに住宅を日本輸出入銀行の製品輸入金融の特定品目の対象とするほれ

関係省庁、輸入業者、．海外対日輸出業者等からなる協議会を設置し住宅の輸入

に関する具体的課題の検討を行う。

⑥　輸入紘大月間（10月）において、各種メディアを通じた輸入拡大広報、キャ

ンペーン、輸入品フェア等を集中的に実施し、国民を挙げた輸入放た＼の取組を

強化する。

⑦　開発途上国支援については」開発途上国の直面する経済困難、多様化するニー

ズに対応するため、適正かつ効果的’・効率的な途上国援助の実施を図りつつし本

年6月策定の0－DA第5次中期目標及び開発途上国への資金協力計画の着実な推

進に努める。

（2）OTOにおける苦情処理体制の充実・強化の検討

市場アクセスの一層の改善を図る観点から、OTOにおいて苦情処理体制の充実

・強化に向けて速やかに検討を行う。
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以上の対策を講ずるほれ将来への不透明感を払拭し、国際社会とも共許覗巨な、活力

と創造性のある靂済社会構造の構築のため、今後の展望を広く国民に示すことが必要であ

る。こうした観点から、次の検討を推進する。

1．経済社会構造の変革に向けての検討

我が国経済をめぐる近来の内外経済諸情勢の変化等に対応し、中長期的な視野から

の我が国の経済社会構造の変革を視野に入れた、今由夫が国として掲げるべき理念と

採るべき施策の在り方について、年内にも結論を得るよう雇轟改革研究会における検

討を推進する。

2．抜本的な税制改革の検討

所得税減税を含めて直同比率の畢正など所得・消費・資産の均衡のとれた税体系の

構築のための税制の抜本的改革について、税制調査会における総合的な検討を推進す

る。

－121－


